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8 総合的評価に基づいた低炭素社会シナリオ構築手法の開発

1. はじめに

京都大学福田尭五味馨松岡譲

A白udyon Intβgrated Assessment Methodology of Low-Carbon Society Scenarios 

Kyoto Univ. Takashi FUKUDA， Kei Gomi， yi四国uMATSUOKA 

気候変動による、生態系や人類への大きな被害を避けるためには温室効果ガス(GHG)の排出を大幅に削減

する必要がある。。そのために、各国は国全体で対策を講じなければならない。しかし、一国の中でも地理

的条件や人口、産業構造などが地域によって異なるため、その地域に適した対策を実施する必要がある。

五味ら0は、地域の将来社会像を定量的に描写し、社会経済の状況、環境負荷の排出、低炭素施策の導入

相互関連を分析して、環境目標の達成に必要な対策を同定するためのツーノレ'ExSS但xpandedSnapshot tool) 

を開発した。 ExSSで、は、将来社会の想定を行い、地域の産業構造を仮定することで移出額を決定し、その

移出額から産業車関分析を応用して就業者数、人口、消費支出を同時に決定する。次いで生産額、人口から

運輸部門の輸送量と業務部門の床面積を決定する。決定したこれらの活動量と、利用技術等の仮定からエネ

ルギー需要量及び環境負荷の排出量の推計を行う。

京都持続可能社会研究会均士、 ExSSにより推計した目標年における施策の導入量をもとに、 施策をスケ

ジューノレ化するためのツールBCT(BackcastingTool)を開発した。ExSSで推計する、目標年における低炭

素施策導入量と、 BCTで推計する、現在から目標年まで、の施策のスケジュールを合わせたものを低炭素社会

シナリオとよぶ。なお、施策を構成する個別の取組みを事業と定義する。 BCTに入力する事業の要件及びそ

れらの定義を表1.1に示す。

既往の低炭素社会シナリオの構築手法には2つの問題がある。一つ目はExSS中で、の低炭素施策導入量の決

定時に、明確な選定基準が設けられていないことである。二つ目はBCT中で扱う事業の副次的総合効果量を

定量化するための明確な手法が確立されていないことである。これらの問題により、その地域にとって最適

な低炭素社会シナリオが構築されていない可能性がある。そこで、本研究では、まず施策を様々な側面から

評価するためのツールを開発する。さらにその評価を低炭素施策導入量の決定及び、事業のスケジュールに

反映させる手法を開発する。これによって、地域により適した低炭素社会シナリオの構築が可能になる。

2. 開発した手法

表1.1事業の要件定義
要件

照明閥復銭高u被量 寒業の1胸 懐施により得られる倒。豊岡賞!鱗量
事業の100%実施に必要な労力投入 (初期投入量)
議鱗のlOO~便殿継続するのに必喪主縦断入 マゴ総~

総合効果量;事業のl∞%実施時における直接・間接の団 G明削減以外の実雰コ効果(相対同
議後実施期間 制《寒業のI∞号諜織と掛かるとされる最綬の3務総 去二
開始可能年 一 事業を開始できる最早年b 開始可能年以前には事業を実施できない。

業 ¥群Aを実施する制主で事業Bを10臥実施することが繍f 糸輔腕事業空
♂¥e$重要鮒T事業とするが q お ，…議議恥 ふ

必要並行事業
事業Aを100%実施するためには事業Bの実施が必要な場合、事業Bを事業Aの必要

韮立萱送主主ゑ

施策の評価にはAHPと呼ばれる手法を用いる。 AHPとは、ある問題に取り組むときに考えられる案(代替

菊が複数ある場合、複数の評価項目のもとで各代替案を比較し、選好順位を決定するための手法である⑤。

2.1 低炭素施策の評価体系の構築

施策を様々な側面から評価するために、施策を評価する上での複数の評価項目を選定し、評価項目の階層

図を形成する。なお、階層図の最上層に総合評価、最下層に低炭素施策、そして中間層に評価項目を入れる。

次に、各評価項目の重要度を相対的に比較した一対比較行列を形成し、その行列の固有ベクトルを求めるこ

とにより、第a階層における評価項目 jからみた各評価項目の重要度 F砂を算出する。最後に階層図上で低

炭素施策と直接つながっている各評イF頁目の評価水準を決定し、評価項目と同様にして重要度を算出する。
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2.2 低炭素施策情報の収集

導入する低炭素施策の候補として、図 2.1のような施策体系図を構築する。施策体系図では、施策を第 1

レベル施策、第2レベル施策、第3レベル施策の3つに分けている。また、 4階層目には第3レベル施策を

構成する事業が入る。施策体系図の構成要素及びその定義を表2.1に示す。

2.3 低炭素施策の評価

階層図上で低炭素施策の直接上にくる各評価項目において、評価水準に基づいた評価を行い、評価項目 j

における施策iの評価値品を算出する。n階層の階層図の場合、式(2.1)で施策iの総合評価値Zを算出する。

Zj =Sij・W71…--w; (2.1) 

なお、評価時には第3レベル施策の現実的に可能な最大実施規模及び、その実施によって得られる第2レ

ベル施策最大導入量を想定し、評価対象はその最大実施した場合の施策とする。

2.4 低炭素施策導入量の決定

総合評価値の高い第3レベル施策から順に最大導入量まで、導入していき、目標削減量に達した時点で導入

を終了する。なお、導入施策の中で順位が最も低い施策は最大導入量まで導入せず、目標が達成された時点

で導入を終了する。

2.5 低炭素施策導入時期の決定

目的関数は以下の式で表わされ、これを最大化するような各事業のタイムスケジュールが推計される。

U=ZZ(野山~n→ max (2.2) 

W~3: 第 3 レベル施策 13の副次的総合効果量

PJ:I: t年における第3レベル施策の効果量

効果量とは施策の実施完了度合いを示すものであり、 0から1の値をとる。すなわち、 PI=Oのとき施策はま
ったく実施されていない状態、 O<P/<lのとき施策は実施中、 Pl=lのとき施策は完了した状態である。

第lレベル施策

第2レベル施策

第3レベノレ施策

事業

図2.1施策体系図の例

3. 京都市への適用

表2.1施策体系図の構成要素

構成要素 定義

分類の仕方は自由であるが、低炭素施策シナリオ構築の作業は地方自治
第Iレベノレ施策 体が中心となって行うことが多いので、主として地方自治体の行動計画

第3レベル施策

として

第2レベノレ施策を引き起こす個々の施策と、それらの施策の実施を可能に

する施策から構成される.例えば、第2レベノレ施策にそーダノレンブトが属
する場合、モ}ダルシアトを引き起こす個々の第3レベノレ施策として、

「トランジットモール化の実施Jや rLRTの導入」などが挙げられる。
また、 「トランジッ トモール化の実施」などの施策を促進する「総合交
通戦略の実施」が第3レベル抱策に属する。

京都市を対象として、 2030年の低炭素社会像及び、 2030年までのロードマップを描く。なおC02排出量

の削減目標は1990年比で40%とする。本研究では低炭素施策を導入した場合のCMケースについて、評価

項目の重み付けを変化させて2通りの推計を行い、BaUケース及び基準年のデータには京都持続可能社会研

究会の推計を用いる。ここで言う BaUケースとはエネルギーサービス需要原単位、燃料シェア、エネルギ

ー効率、輸送機関分担率が全て基準年の値と変わらないとしたケースである。なお、人口や産業等社会経済

の想定は両ケースで共通である。

3.1 低炭素施策の評価体系の構築

京都市基本計画第2次推進プラン心では「安らぎのあるくらし」、「華やぎのあるまち」、「市民との厚い信

頼関係」の構築を目指しているため、それを参考に図 3.1のような評価項目の階層図を形成した。評価項目
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の重み付けについては、施策にかかる行政費用よりも、その施策によって得られる副次的効果を重野見した

ケース(Casel)と、副次的効果よりも行政費用を重要したケース(Case2)の2通りのCMケースの推計を行う。

各ケースの評価項目の重要度の一対比較行列を表3.1に示す。次に評価水準の重み付けを行う。副次的効果

の評価水準は、評価項目と同様に一対比較行列を形成しで行う。また、行政費用に関しては、費用が安いほ

どその施策の評価が高くなるよう、式(3.1)で、表わされる式で重み付けを行う。

" Cm眠 -C/3
‘ ーυ

/3 C血阻
(3.1) 

&3:第3レベル施策13の「行政費用jに関する評価値

G五第3レベル施策13の実施にかかる行政費用

仏8x"第3レベル施策の中で、最も高い行政費用

3.2 低炭素施策情報の収集

京都持続可能社会研究会が作成した京都市施策体系図を利用した。その一部を図3.2に示す。

3.3 低炭素施策の肝価

副次的効果における評価は、筆者が主観的に行ったもので、あり、ほんの一例に過ぎない。なお、 本来は、

地方自治体と協力し、十分な議論及び調査を経て、施策の評価を行うべきである。行政費用は京都持続可能

社会研究会のデータを利用した。その結果得られた上位9位まで及び下位9位までの各施策の総合評価値を

図3.3、図 3.4に示す。 Case1では、「トランジットモール化の実施」の総合評価値が 39施策の中で最も高

い値となった。しかし、費用重視の Case2では、「トランジットモール化の実施Jの総合割面値は最も低く

なった。この施策の行政費用が 350(百万円)と最も高い値で、あったためで、ある。また、副次的効果において

評価が低く、行政費用も全体の中で6番目に高い「バイオガス発電の導入」は、Case1では最下位、Case2

では下から 5番目と、いずれのケースでも低い順位となった。

第2階層評価項目 1 買13階層評価項目

図3.1評価項目の階層図

表3.1評価項目の重み付け

トランジットモール化の実施

公共空間の緑化の推進

公共交通機関を利用した観光客の誘致

ロードプライγ ングの実施

C岨BEE京都の実施

自転車利用環境の改善

森林整備の促進

企業の環境貢献活動の促進

民有地の緑化の促進

公共施設の木造化の実施

エコカー購入支援の実施

公共施設の省エネ改修の実施

BDF製造量の維持

ごみ発電の推進

公共施設への太陽光発電・太陽酔利用設備の導入

民間施設への太陽光発電設備の導入促進

バイオマス燃料利用の促進

バイオガス発電の導入

総合評価値

図3.3施策の総合評価値(C脚。

図3.2京都施策体系図の一部

企業の環境貢献活動の促進

鉄道利用による特典付与

公共空聞の緑化の推進

民有地の緑化の促進

国 SBEE京都の実施

省エネ建物相談の拡充

特定事業者制度の実施

エコドライプの啓発

KES認定取得の促進

パーク&ライドの促進

公共施般の省エネ改修の実施

自転車利用環境の改善

パイオマス燃料利用の促進

パイオガス発電の導入

公共施設の木造化の実施

エコカー購入支援の実施

lJlTの導入

トランジッ トモール化の実施

総合評価値

図3.4施策の総合評価値(C鵬2)
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3.4 低炭素施策導入量の決定

低炭素目標を達成するために、 Case1では総合評価値が 32番目の「エコカー購入支援の実施」までの導

入が必要で、あった。一方、 Case2では34番目の「バイオマス燃料利用の促進jまで、の導入が必要で、あった。

3.5 低炭素施策導入時期の決定

推計した行程表の一部を図3.5、図3.6に示す。「ロードプライシングの実施」がCase1では2018年に完

了しているのに対し、 Case2での実施完了年は2027年と遅い値を示している。これは、この施策の総合評

価値の順位がCase1では4位と非常に高い順位であるのに対し、 Case2では29位と低い順位であるためで

ある。また、「自転車利用の環境改善」も Case1では2016年に完了しているのに対し、 Case2での実施完

了年は 2023年と遅川直を示している。この施策も「ロードプライシングの実施」と同様に、総合評価値の

順位がCase1では6位と非常に高い順位であるのに対し、 Case2では33位と低い順位であるためである。

2010 

総合交通戦略叩実施

トラシハÿ~tモール化由実抱

パーク&ライドの促進

ロードプライシングの実施

公共交通の利便性向上

自転車利用環境町改善

酷道利用による特典付与

LRTの導入

パス吏通の優先

公共交通機関を利用した観光客叩誘致

観光客に向けt公共交通情報の提棋

エコカー購入支援の実施

エコドライブの啓発

公共施設への太陽光発電・太陽熱利用設備の導入

民間施設への太陽光発電設備の導入促進

BIlF製造量の維持
パイ渇マス燃料利用の促准

パイオヲザス措電の噂入

ごみ措電の推進

2010 

韓合交通戦略の実施

トラ/-/フトモ-/レfloq;填施

パ-il&ライドの促進

ロードブヲイシング広漠施

公共究通信利便性向上

自転車利用環境の改善

鉄道利用による特典付与

LRT回尊入

パス交通の橿先

公共交通機関を利用した観光客¢睡致

観光客に向けた公共交通情報¢提供

ヱコカー購入支援叫実施

エコドライブ¢潜発

公共施設への太陽光発電・太陽熱利用設備暗車入

民間施設への太陽光発電設備時再入促進

BDF製造量¢維持

パイオマス燃料利用¢旋進

パイ治すス括睡眠再入

ごみ発電の推進
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図3.5第3レベル施策の行程表(C脚。 図3.6第3レベル施策の行程表(C鵬2)

4. まとめ

本研究では、低炭素施策の総合的評価を将来社会における低炭素施策の導入量及び、導入時期の決定へと

反映させる手法を開発した。また、その中で低炭素施策の評価を行うためのAHPツールを開発した。 AHP

ツールでは、多くの側面から見た施策の総合的到面が評価値という定量的情報として求められる。低炭素社

会シナリオ構築時にこの定量的情報を用いることによって、施策の導入量及び導入時期の決定に一定の客観

性を付加することが可能になった。また、様々な評価項目を設定することが出来る上に、青刊面項目聞の相対

的な重要度が評価に反映されるため、その地域により適した低炭素社会シナリオの構築が可能となった。さ

らにこの手法を京都市に適用し、 C02排出量を 1990年比で40%削減するための低炭素社会シナリオの例を

示した。残された課題として、この手法を地方自治体関係者が活用することで有用性を示すことである。

謝辞 本研究は、地球環境研究総合推進費(S-6-1)rアジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予
測・評価手法の開発とその普及に関する総合的研究Jによる研究成果の一部である。ここに記して感謝の意を示す。

参考文献

1)松岡譲位005):危険な気候変化のレベルと気候変動政策の長期目標，環境研究，138，7・16

2)五味馨(2008):地域経済の開放性を考慮した低炭素社会シナリオ構築手法の開発と京都市への適用.

3) Saaty(1980): The Analytic Hierarchy Process: Planning， Priority Se抗血g，Resource Allocation. 

4)京都持続可能社会研究会(2009):低炭素都市への京都ロードマップ.

5)京都市(2004):京都市基将十画第二次推進プラン

キ}ワード :AHP、総合評価、低炭素社会、 COz排出量

KeyWo吋s: AHP， integrated assessment， low.carbon society， C02 emissions 




